
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科 目 ２０１３年度 ２０１４年度 ２０１５年度 ２０１６年度 ２０１７年度 

営業収益 ４，７３０ ４，７６６ ５，０１２ ５，０５１ ５，１３４ 

（運輸収入） ４，１６７ ４，１９９ ４，４１５ ４，４４６ ４，５１９ 

営業利益 １，１２３ １，０６９ １，２０６ １，１５８ １，２０２ 

経常利益 １，０４２ １，０５９ １，１５３ １，０９８ １，１９７ 

四半期純利益 ７６５ ７５１ ８１３ ７９２ ８６３ 

営業費 ３，６０６ ３，６９６ ３，８０６ ３，８９３ ３，９３２ 

人件費 １，２０２ １，２００ １，２０３ １，１６７ １，１４６ 

（単体決算／単位：億円） 

 

 各年度において、４月１日～６月３０日までの３ヶ月間（第１四半期）の収入状況を

「第１四半期決算」といいます。私たちが年末手当の取り組みを進める上で、会社の業

績を把握することが取り組みへの端緒となります。 

 上記の決算状況からもわかるように、営業収益・経常利益は毎年、前年度をほぼ上回

っており好調・堅調な業績であるのは明らかです。 

 しかし、会社内で働く社員への給与となる人件費は、ここ数年は減少となっています。

これは社員数の減少という要因もありますが、社員への苦労にさらに報いることは十分

可能な会社業績と言えるのではないでしょうか。 

 

 

 

 １０月末に、第２四半期（７月１日～９月３０日）決算が発表になります。会社業績

を一人ひとりがシッカリと認識して、職場から全員で声を挙げていくことが重要です。 
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